
                                                     

平成 25 年 2 月 8 日 
各      位 

      会 社 名 株式会社マツヤ 

      代表者名 代表取締役社長   小山 栄造 

      （J A S D A Q・コード７４５２） 

      問合せ先 取締役財務本部長 本多 佐年 

      ＴＥＬ  （026）241-1314 

  調査委員会の調査報告及び当社の対応について 

当社は、平成24年12月28日付「不適切な会計処理に係る調査委員会設置に関するお知らせ」

及び平成25年1月4日付「調査委員会の構成変更のお知らせ」にて公表いたしましたとおり、

不適切な会計処理が行われていた可能性があることが判明したため、速やかに調査委員会を

設置し、その後、委員の構成を日本弁護士連合会による「企業等不祥事における第三者委員

会ガイドライン（平成 22 年 12 月 17 日改訂）」に沿う形に変更したうえで、過去の会計処

理の内容及びその根拠となる取引の状況等につき、徹底した調査を進めてまいりました。 

この度、調査委員会より、本日付で調査報告書（以下、「本報告書」といいます。別紙参照）

が当社取締役会に提出されましたので、その内容につきまして、下記１．のとおりご報告い

たします。 

また、本報告書の提出を受け、本日開催の取締役会にて、今般の不適切な会計処理に関す

る役員の処分及び再発防止策策定のためのコンプライアンス委員会の設置等について決議い

たしましたので、下記２．ないし４．で併せてご報告いたします。 

ご関係の皆様には多大なるご迷惑、ご心配をおかけいたしましたこと、心より深くお詫び

申し上げますとともに、今後全力で社内体制の再構築及び信頼回復に努めてまいりますので、

何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

記 

１．調査報告書の内容 

（1）不適切な会計処理の概要 

 調査委員会による調査の結果、平成 23 年 2 月期から平成 25 年 2 月期第 2 四半期まで

において、仕入割戻等の架空計上が行われており、かかる仕入割戻等の架空計上による

利益過大計上額は 180 百万円であると記載されております。 

また、当社取締役が、平成 24 年 8 月に、私財を当社に入金し、未収の仕入割戻等が例

年同様の金額以上には存在しない外形を作出したと記載されております。 

また、不正ではないものの、架空計上以外の原因（例えば、担当者同士では口頭で仕

入割戻の合意ができていたものの、先方の財務状況の悪化等により入金されなかったも



 - 2 -

の等。）による利益過大計上額が 15 百万円であると記載されております。 

一方、正規の仕入割戻等を計上せず、入金された金額を過大計上分への入金として処

理したこと等による利益過少計上額が 126 百万円あることが確認されております。 

したがいまして、これらの利益過大計上額から利益過少計上額を差し引いた額である

69 百万円が当社の損益に影響を及ぼす金額となります。（下表参照） 

（ 単位：千円 ） 

 
平成 23 年 

2 月期 

平成 24 年 

2 月期 

平成 25 年 

2 月期 合計 

仕 入 割 戻 等 の 架 空 計 上 △17,049 △103,981 △59,100 △180,130

架 空 計 上 以 外 の 

利 益 過 大 計 上 
△3,515 △12,052 ― △15,567

利 益 過 少 計 上 2,188 16,825 107,478 126,492

合 計 △18,375 △99,208 48,378 △69,205

（注） １．上記の数値のうち、△で表記しているものは、利益の減少を意味する。 

  ２．上記の数値については、会計監査手続が完了したものではない。  

     ３．上記金額の財務諸表に与える影響額は、連結財務諸表及び個別財務諸表に 

おいても変わらない。 

  ４．上記の数値は、仕入割戻等の期末たな卸資産残高への按分につき再調整が 

必要な場合もある。 

  ５．平成 25 年 2 月期は、第 3四半期までの数値である。 

  ６．報告書における記載金額は単位未満を切り捨てた。そのため、個別の数値 

を合計した額と合計欄記載の額とが一致しない場合がある。 

 

 また、不正ではないが、在庫調査の基幹システム変更の際に発生した減算処理すべき異常

値の処理がなされなかったこと及びシステム変更により減額すべきであった在庫商品の評価

額相当額等の処理がなされなかったことによる 224 百万円につき、たな卸資産の過大計上額

として認識し修正するとの方針について当社から報告を受けた旨、及び当該方針は妥当であ

る旨記載されております。 

 

 

（2）不適切な会計処理の原因等 

 本報告書において、不適切な会計処理の発生原因等として、①仕入割戻等の契約、計上

及び回収に関する問題点、②コンプライアンス意識の欠如、③業績目標の達成を過度に重

視する会社の風潮、④取締役及び取締役会の機能不全とともに、⑤架空仕入割戻等計上及

び入金処理に関する問題点及び⑥平成 24年 8月末における 60百万円の填補に関する問題

点として、個々の役員及び従業員の責任についても指摘されております。 
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（3）再発防止策の提言 

本報告書においては、既に当社において実施されている再発防止策に対する具体的な提言と

ともに、以下のとおり、今後検討すべき再発防止策の提言を頂いております。 

 

（ⅰ）組織風土の改善 

 ・ 数値目標に対する姿勢の改善 

 ・ 取締役の意識改革 

 ・ 商品会議のあり方の検討  

 ・ 人材育成 

（ⅱ）取締役会 

 ・ 取締役間の連携 

 ・ 権限の分配 

 ・ リスク管理の徹底 

 ・ 必要な社内規程の策定及び規程運用の徹底 

（ⅲ）商品部 

 ・ 仕入割戻等の管理の改善 

（ⅳ）財務部 

 ・ 仕入割戻等計上過程における証憑の重要性 

 ・ 仕入割戻等入金作業における確認作業の徹底 

 ・ リスクアプローチの採用 

 ・ コンプライアンス意識の向上 

 ・ 決算業務能力の改善 

 ・ 会計監査人との密な連携 

（ⅴ）内部監査部 

 ・ 内部監査担当者の教育の強化 

 ・ 監査結果の取締役会への定期的な報告  

（ⅵ）内部通報制度に対する信頼回復 

・ 内部通報制度の活性化 

 

２． 不適切な会計処理に係る訂正による連結財務諸表への影響額 

 本報告書における指摘事項及び指摘に基づく課税関係の修正を反映させたことによる

当社の連結財務諸表は、現在計算中であります。なお、調査委員会の調査において認定さ

れた事実関係等に基づき、過年度の有価証券報告書等及び決算短信において必要な訂正を

行い、会計監査人のレビューを受けたのち、下記４．（1）に記載のとおり、速やかに開示

を行う予定であります。 
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３．関係者の処分と経営責任について 

 当社は、上場企業として重大な責任があることを深く反省するとともに、今回の事態の

重大性について厳粛に受け止め、その経営責任を明確にするため、以下の処分を行うこと

といたしました。 

   

   代表取締役社長  小山 光作  代表取締役社長を辞任 

月額報酬 30％減額を 3カ月 

 代表取締役副社長    峯村 英雄     代表取締役副社長及び取締役を   

       辞任 

   常務取締役  児玉 周三  月額報酬 20％減額を 3カ月 

   取締役   本多 佐年  月額報酬 20％減額を 3カ月 

  取締役   小山 栄造  月額報酬 10％減額を 3カ月 

 

なお、取締役山崎喜一郎については、既に平成 25 年 1 月 31 日付で取締役を辞任いたし

ております。 

代表取締役社長につきましては、平成 25 年 2 月 8日付で小山光作が辞任し、後任に小

山栄造が就任いたしました。 

他の従業員の関与者につきましては、当社の社内規程に基づき厳正な処分を行う予定で

す。 

 

 

４．今後の対応について 

 今般の不適切な会計処理について、当社としては不適切な会計処理に関する修正及びこの

修正に基づいた過年度決算書類等の訂正を行うことといたしました。 

（1）過年度決算書類の訂正 

 本報告書において認定された事実関係に基づき、以下のとおり、過年度の有価証券報

告書等ならびに過年度の決算短信の一部を訂正する予定でありますが、過年度決算訂正

作業の状況等を勘案し、平成 25 年 2 月 13 日に提出する予定であります。 

  ① 訂正報告書 

  第 43 期有価証券報告書及び各四半期報告書 

  第 44 期有価証券報告書及び各四半期報告書 

  第 45 期第 1四半期報告書及び第 2四半期報告書 
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 ② 訂正決算短信 

  平成 23 年 2 月期 決算短信及び各四半期決算短信 

  平成 24 年 2 月期 決算短信及び各四半期決算短信 

  平成 25 年 2 月期 第 1四半期決算短信及び第 2 四半期決算短信 

 （2）第 45 期第 3 四半期報告書及び平成 25 年 2 月期第 3 四半期決算短信 

 第 45 期第 3四半期報告書及び平成 25 年 2 月期第 3 四半期決算短信につきましては、

平成 25 年 2 月 13 日に提出する予定であります。 

 なお、平成 25 年 2 月期の業績予想につきましては、平成 25 年 2 月 13 日に開示する

予定であります。 

 

５．本件に関する総括 

 当社は、この度の不適切な会計処理を防ぐことができず、ご関係の皆様には、多大なる

ご迷惑とご心配をおかけすることとなり、心より深くお詫び申し上げます。今後は、コン

プライアンスを徹底し、二度と同じ過ちを起こさないという強い決意のもと、速やかに再

発防止策を取りまとめ、実行してまいります。 

 今後、当社グループ役職員が一丸となって社内体制の再構築と信頼回復に努めてまいり

ますので、何卒ご理解とご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 

以 上 
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第１ 調査委員会について 

１ 設置の経緯 

平成24年12月25日、株式会社マツヤ（以下、「会社」という。）の会計処

理等につき、会社の会計監査人であるJ監査法人（以下、「J監査法人」とい

う。）に対して告発文書が送付された。J監査法人は、会社に対し、平成24年
12月28日までに、上記告発文書において、会社が平成24年2月期において過大

なリベートを計上した結果、未収入金が増大し役員が自ら穴埋めを行ったこと、

会社が仕入れた商品を隠し倉庫に放置していること、これらにより会社におい

て粉飾決算が行われていること等が指摘されていることを伝えた。 
会社は、平成24年12月28日、J監査法人から伝えられた内容につき取締役会

を開催して検討を行い、同日付けで不適切な会計処理にかかる調査委員会を設

置し、平成24年2月期における過大な未収入金（仕入割戻等）計上等の不適切

な会計処理に関する事実関係等の詳細を把握することとした（会社においては、

仕入割戻とは仕入先から受領する仕入金額に応じた割戻金等を指し、会社の会

計処理上は、「仕入割戻」の勘定科目で処理される。）。なお、会社は、日本

弁護士連合会による「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン（平成

22年12月17日改訂）」に従って、上記調査委員会の独立性、調査結果の客観

性を確保するため、平成25年1月4日付けで、構成員の一部を変更した。 
以下では、当職らが選任された平成25年1月4日以降の調査委員会を、「第

三者委員会」（以下、「本委員会」という。）と位置づけて報告する。 

２ 調査の目的 

本委員会は、会社から委嘱を受けた以下①ないし④記載の事項（以下、「委

嘱事項」という。）につき調査等を行い、平成 25 年 2 月 8 日を期限として調

査結果を書面にて報告することを目的としている。 
記 

① 平成 23 年 2 月期、平成 24 年 2 月期及び平成 25 年 2 月期の第 1 ない

し第 3 四半期において、架空の仕入割戻等の計上及び不正な商品在庫の

操作（以下、「不適切な会計処理」という。）が存在していたか否か及

び存在していた場合その事実並びに金額の確定 
② ①記載の行為が存在していた場合、当該行為を実施するに至った経緯、

原因及び責任の所在の指摘 
③ ①記載の行為が存在していた場合、それにつき会社役員が認識するに

至った時期及びその対応の適否 
④ ①記載の行為が存在していた場合、その再発防止案の提言 
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３ 本委員会の構成・調査方法 

（１）委員 

本委員会委員は、下表記載のとおりであり、いずれも会社と特別な利害関

係を有していない。 

 氏名 資格 所属 
委員長 佐藤 順哉 弁護士 石澤・神・佐藤法律事務所 
委 員 石渡 信行 公認会計士 清新監査法人 
委 員 後藤 孝男 公認会計士 公認会計士後藤孝男会計事務所 

（２）補助者 

本委員会の補助者は、下表記載のとおりであり、いずれも会社と特別な利

害関係を有していない。 

氏名 資格 所属 
小磯 孝二 弁護士 石澤・神・佐藤法律事務所 
根本健一郎 弁護士 石澤・神・佐藤法律事務所 
岩崎  晃 弁護士 虎ノ門南法律事務所 
赤堀 有吾 弁護士 虎ノ門南法律事務所 
西村  寛 公認会計士 清新監査法人 
宇田川和彦 公認会計士 清新監査法人 
佐藤 豊毅 公認会計士 清新監査法人 

（３）調査方法 

本委員会は、本調査のために必要な資料を閲覧・検討するとともに、平成

25 年 2 月 7 日までの間に、代表取締役社長を含む取締役 6 名、監査役 2 名、

従業員 16 名の合計 24 名から事情を聴取した。なお、具体的な調査内容に

ついては、第２以下に記載する。 
なお、会社では、委嘱事項対象期間内において、人事異動、組織変更が行

われている。そこで、本報告書においては、原則として行為当時の役職名を

記載することとし、行為が平成 24 年 2 月 22 日付組織変更（以下、「組織

変更」という。）の前後にまたがる場合は、組織変更より前の役職名にて表

記する。 
 

第２ 不適切な会計処理の存否及び事実並びに金額の確定 

１ 結論 

本委員会の調査の結果、仕入割戻等の架空計上による利益過大計上額は180
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百万円であり、また、不正な商品在庫の操作の事実はなかった。 
なお、本委員会の調査の対象ではないが、平成23年2月期から平成25年2月

期第3四半期までの会社の損益に及ぼす影響は、次のとおりである。 
仕入割戻等については、架空計上による利益過大計上額180百万円に加えて、

不正ではないが、架空計上以外の原因による利益過大計上額が15百万円ある

（詳細については別紙2参照）。一方で、これに関連して、利益過少計上額が

126百万円ある（詳細については２（２）オ（イ）参照）。利益過大計上額か

ら利益過少計上額を控除した69百万円が、最終的に会社の損益に影響を及ぼ

す金額である（下表参照）。また、不正ではないが、会社の損益に影響を及ぼ

す金額として、たな卸資産の過大計上額が平成24年2月期末現在で224百万円

あるとの報告を会社から受けており、本委員会においてその確認作業を行った。 
 

      （単位：千円） 

  平成 23 年  平成 24 年  平成 25 年   

  2 月期  2 月期  2 月期  合計 

仕入割戻等の架空計上  △17,049  △103,981  △59,100  △180,130 

架空計上以外の利益過大計上  △3,515  △12,052  －  △15,567 

利 益 過 少 計 上  2,188  16,825  107,478  126,492 

    合   計  △18,375  △99,208  48,378  △69,205 

 
（注）１．上記の数値のうち、△で表記しているものは、利益の減少を意味する。 

２．上記の数値については、会計監査手続が完了したものではない。 

３．上記金額の財務諸表に与える影響額は、連結財務諸表及び個別財務諸表にお

いても変わらない。 

４．上記の数値は、仕入割戻等の期末たな卸資産残高への按分につき再調整が必

要な場合もある。 

５．平成 25 年 2 月期は、第 3 四半期までの数値である。 

６．本報告書における記載金額は単位未満を切り捨てた。そのため、個別の数値

を合計した額と合計欄記載の額とが一致しない場合がある。 

２ 架空の仕入割戻等の計上についての調査 

（１）調査方法 

本委員会は、まず、上記告発文書で指摘されている仕入先から受領する

仕入割戻等の実態、会社においてリベートと呼ばれるものの意義、種類、

その計上手続、計上基準、委嘱事項の対象期における仕入割戻等の計上金

額、その回収状況及びかかる計上と回収の手続に関与していた者を把握す
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ることとし、会社の規程類、仕入割戻等の計上に用いられた文書、証憑、

及び会計データ、並びに仕入割戻等の管理に用いられた文書、証憑、及び

会計データ等を精査するとともに、仕入割戻等の計上及び管理手続に関係

する者に対しヒアリングを実施した。 
本委員会は、上記のとおり全体像を把握する中で、委嘱事項の対象期に

おいて、架空の仕入割戻等が計上され、かつ、これが回収できない状況に

あった事実を把握したため、さらに調査を進め、計上された個々の仕入割

戻等について、未収仕入割戻等の集計表及び未収リベート計上明細書（以

下、「リベート明細書」という。）の記載内容、その証憑等の有無を検証

した。 

（２）調査結果 

ア 仕入割戻等の意義 

本委員会は、会社においてリベートと呼ばれる仕入先との取引が、下記

の態様を含むことを確認した。 
① 仕入先との年間契約に基づき、仕入先から、年間の仕入金額、取

引量等の数値に対して一定割合の仕入割戻金を送金または仕入代金

との相殺により会社が取得するもの。達成リベートと呼ばれること

がある。 
② 青果等の市場から商品を仕入れる取引において、支払った仕入代

金に対して一定割合の金額の返還を受けるもの。完納奨励金と呼ば

れることがある。 
③ 8 月や 12 月の繁忙期、2 月の決算期に、主に①の年間契約の仕入

先から得る特別協賛金であり、1 カ月ないし数カ月の期間における

仕入金額、取引量等の数値に対して一定割合の仕入割戻金を送金ま

たは仕入代金との相殺により会社が取得するもの。スポットまたは

協賛リベートと呼ばれることがある。 
④ 会社が販売促進に協力することに対する仕入割戻金。販促リベー

トと呼ばれることがある。 
以下では、これらを総称して、「仕入割戻等」と表記する。なお、会社

の規程等では、「リベート」という用語が使用される場合があり、当該用

語に関する定義は規程中に置かれていないが、上記「仕入割戻等」と同じ

意味合いで使われているものと思われる。そこで、以下では、規程等の原

文において「リベート」と記載される場合だけそのまま表記し、それ以外

については「仕入割戻等」という用語を使用することとする。 
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イ 仕入割戻等計上手続 

（ア）仕入割戻等計上の権限と手続 

会社の規程によれば、仕入割戻等は以下の手順により会計帳簿に計

上される。 
ａ 仕入割戻等に関する権限 

（ａ）業務分掌規程 

「リベートの管理統轄」は商品部の各チーム（現グループ、以下

同じ。）及びその下位に位置する各グループ（現チーム、以下同じ。）

の分掌とされている。 
（ｂ）職務記述書 

「リベートの契約、計上、回収」は商品部のグループリーダー（現

チームリーダー、以下同じ。）の業務とされている。 
（ｃ）仕入管理規程 

第 17 条第 1 項では、バイヤーはリベート契約を結ぶことができ

るとされている。 
（ｄ）職務権限基準表 

商品事項 11 では、「リベートの契約、回収」は、商品部の担当

グループリーダーが起案し、組織変更前は商品副部長及び商品部長

が審査し、営業本部長が決裁することとされ、組織変更後は商品グ

ループリーダーが審査し、商品部長が決裁することとされている。 
ｂ 仕入割戻等計上ル－ル 

（ａ）経理規程 

第 54 条では、仕入割戻（リベート）額は仕入先との契約に基づ

き確定し、バイヤーは担当部長（すなわち、商品部長）の承認を得

て企画経理部長（現企画経理部グループリーダー、以下同じ。）へ

提出することとされている。 
（ｂ）業務分掌規程及び職務記述書 

事務管理グループリーダー（現事務管理チームリーダー、以下同

じ。）は、リベートを含む商品マスタデータの登録を行うこととさ

れている。その際、規程上は、事務管理部（現事務管理グループ、

以下同じ。）においてリベート額の算定根拠となる契約書類等を確

認することは要求されていない。 
（ｃ）仕入管理規程 

第 17 条第 2 項では、リベートの計算は原則として販売計画によ

り予算化されなければならないことが、同条第 3 項では、四半期決

算及び本決算には、予測されるリベート額を算出し受入れ若しくは
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未収金として計上しなければならないことがそれぞれ定められて

いる。 
なお、未収金は、科目処理基準において、「通常の取引によって

発生した未収金で売掛金以外のもの、および通常の取引以外の取引

による未収金で一年以内に回収されるものを処理する」科目と位置

付けられている。 
ｃ 内部統制業務プロセス整備状況評価 

会社が平成 21 年 3 月に導入した内部統制システムにおける業務プ

ロセス整備状況評価のうち、購買サイクル【C】のリベート未収計上

【C2】には、リベート契約書の締結、リベート契約台帳の作成、（仕

入先から会社に対する）リベート支払見積報告書の提出、リベート明

細書の作成といった業務処理手順が記述されている。この業務処理手

順において、仕入割戻等に関する商品部長または営業本部長によるチ

ェックとしては、リベート契約書の締結に際して「営業本部長は商品

副部長から提出された「リベート契約書（覚書）」の内容を承認する」

（No.4）ものと記述されている。しかし、No.4 以外に商品部長また

は営業本部長のチェックを受ける機会は記述されていない。 
ｄ 内部統制システムによる統制と評価 

前記の会社の内部統制システムにおいては、四半期毎に未収リベー

ト計上の業務プロセスを評価することとされている。 
評価にあたって、内部監査部（現内部監査グループ、以下同じ。）

は、未収リベートを入力する過程で作成される書類に事務管理部長の

押印があるかどうか、リベート契約台帳に商品副部長の押印があるか

どうか、リベート明細書に商品副部長（現商品部の各グループリーダ

ー、以下同じ。）の押印があるかどうか等を確認することにより、未

収リベートの計上手続におけるリスクを管理することとされていた。 
そして、内部監査部は、平成 23 年 2 月期、平成 24 年 2 月期及び平

成 25 年 2 月期の第 1 ないし第 3 四半期において、未収リベート計上

の業務プロセスの運用状況を問題なしと評価した。 
しかしながら、会社の内部統制システムにおいては、仕入割戻等の

契約締結につき規程上の決裁権限者である営業本部長や商品部長の

印鑑が押印されているかどうかを確認するルールとなっていなかっ

た。また、職務記述書では、リベート明細書に添付される証憑（仕入

先が会社に提出する「リベート支払見積報告書」及び「期間納品デー

タ」、並びに会社の基幹システムから出力した「期間仕入データ」）

がリベート明細書に添付されているか、証憑の内容がリベート明細書
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と合致しているかどうかは商品副部長が確認することとされ、事務管

理部による確認は要求されていなかった。業務プロセスの評価方法

も、リベート明細書に証憑が添付されたか否か、証憑とリベート明細

書の内容が合致していたか否かについて、商品副部長に質問して確認

することとされていた。そのため、会社の内部統制システム上、仕入

割戻等計上の過程で商品部以外の部署が仕入割戻等の証憑を確認す

る仕組みはなかった。 
ｅ 小括 

以上を纏めると、社内規程上は、以下の手順により仕入割戻等額が

会計帳簿に計上されるべきであった。 
① 商品部バイヤーが仕入先と仕入割戻等の契約を締結するにあ

たっては、商品副部長及び商品部長の審査を経、営業本部長（現

商品部長、以下同じ。）の決裁を得る。 
② 商品部バイヤーは、仕入先との契約に基づき未収の仕入割戻等

の額を確定し、リベート明細書に計上すべきその金額を記入し、

商品部長の承認を得て企画経理部長にリベート明細書を四半期

毎に提出する。 
③ 事務管理グループリーダーは、リベート明細書に計上された仕

入割戻等の金額を四半期毎にマスタデータに登録し、これにより

仕入割戻等の額が会社の会計帳簿に計上される。 
なお、上記②及び③において、事務管理部が、証憑が添付されてい

るかどうかを確認することは、社内規程上も内部統制システム上も要

求されていなかった。すなわち、バイヤー及び商品副部長以外の者が

リベート明細書に添付された証憑を確認する仕組みは存在しなかっ

た。 
（イ）実際の仕入割戻等の計上手続 

以上が社内規程において定められた手続であるが、会社においては、

実際には、以下の手順により仕入割戻等が計上されていた。 
① 商品部バイヤーが新規の仕入割戻等の契約を締結する場合は、

商品副部長と商品部長の審査（現在は商品部の各グループリーダ

ーの審査）を経た後に、営業本部長の決裁を得る。ただし、バイ

ヤーは、特にスポットまたは協賛リベートと呼ばれる仕入割戻等

については、商品部長の審査及び営業本部長の決裁を得ずに仕入

先と仕入割戻等について合意することがあった。 
② 商品部バイヤーは、リベート明細書に仕入先、対象期間、計算

式、未収となる仕入割戻等の額等を記入し、商品副部長の承認を
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得て、リベート明細書を事務管理部に提出する。商品部長の承認

を得る手続はなく、リベート明細書にも商品部長の押印欄はない。 
③ 事務管理グループリーダーがリベート明細書記載の仕入割戻等

の額をシステムに登録し、これにより仕入割戻等の額が会社の会

計帳簿に計上される。 
上記②において、事務管理グループリーダーの I は、バイヤーに対し、

リベート明細書に契約書及び支払案内書を証憑として添付するよう要

求していたものの、添付されていなくてもリベート明細書を受付け、リ

ベート明細書に記載された仕入割戻等の額をシステムに登録していた

（受付時には後日の証憑提出をバイヤーに求めていたが、その後の証憑

提出が徹底されていなかった。）。 
このように、会社における実際の運用は、各バイヤーが商品部長や営

業本部長の個別の審査・決裁を得ずに仕入割戻等の契約を締結していた

点、未収の仕入割戻等の計上について商品部長の承認を得ていない点

で、社内規程に違反していた。 
ウ 架空仕入割戻等計上に至る経緯 

（ア）経営環境の悪化と人材の抜擢 

近年、会社が店舗を展開する長野県に、大手資本が経営するスーパ

ーマーケットが参入し、他社による新規出店とそれに伴う価格競争に

より、会社は厳しい競争にさらされていた。 
このような中、会社は、友好関係にある県外業者で実績を上げた D

を平成 21 年 8 月に会社に迎え入れ、同人を平成 22 年 1 月から営業本

部長、商品部長の職に就かせた。その後、D は、平成 22 年 5 月の定時

株主総会で取締役に選任され、それ以降、取締役となるとともに、そ

れまで同様営業本部長、商品部長の職も兼務することとなった。 
（イ）粗利重視の経営 

会社においては、上記のような厳しい環境の中、売上高、利益が伸

び悩み、自社における予算と実績とが徐々に乖離するようになったた

め、各種の施策を講じてこれに対処しようとしていたが、必ずしもこ

れらが功を奏してはいなかった。そのような中、会社内部では、本来

会社の実力を示す数値であるところの、売上高、利益額、あるいは、

来店客数、客単価等の数値の改善を志向しながらも、より短期的に改

善の効果が現れる粗利率、粗利額の改善を志向する傾向が現れるよう

になっていった。このことは、取締役会、経営会議等、会社役員が出

席する会議において粗利率、粗利額が報告され、あるいは、議論され

る対象となっていたことが各種会議の議事録、配付資料等から明らか
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であるが、関係者からの事情聴取によれば、粗利率、粗利額の改善を

志向する傾向は、特に、D が営業本部長、商品部長の職を兼務するよ

うになった時期から顕著に現れていたようである。 
このことは、①毎週 1 回開催される商品部主催の営業会議（組織変

更にともない商品会議に名称変更された。）において、粗利の予算、

実績が主たる報告事項となっていたこと、②会議後に取締役であり営

業本部長兼商品部長でもある D、商品副部長、経営企画グループ（現

経営企画チーム、以下同じ。）担当者によって行われる打ち合わせに

おいて、D から、商品副部長に対して、商品仕入方針や販売施策等の

中・長期的な対策に関する事項ではなく、目標とすべき粗利額の短期

的な達成が指示されていたこと等から認識することができる。 
なお、関係者からの事情聴取の中で、D が上記のような粗利率、粗

利額の短期的な達成を指示していたことについては、同人が他社から

見いだされて抜擢されたことへの気負いがその原因となっていたので

はないかと分析する者が複数いたことを指摘しておく。 
（ウ）本社在庫の増加とその原因 

会社では、平成 23 年 2 月期において、下表に示すとおり、物流セン

ター又は外部倉庫において保管する商品在庫（以下、「本社在庫」と

いう。）が、特に加工食品グループ（現加工食品チーム、以下同じ。）

において急増した（下表における在庫金額の算定方法は、後記３（２）

イ記載のとおりである。）。外部倉庫の倉庫料も、平成 19 年に契約し

た当初は月額 20 万円程度であったにもかかわらず、平成 23 年 2 月期

末には、月額 100 万円を超える状況になっていた。 
このような在庫量の急増については、四半期毎に本社在庫のたな卸

立会を行っていた常勤監査役からも指摘を受ける程度のものであっ

た。 

加工食品グループの本社在庫売価金額推移 （単位：千円）

年月 在庫金額 年月 在庫金額 年月 在庫金額 年月 在庫金額 年月 在庫金額

H20.3 51,985 H21.3 56,074 H22.3 140,818 H23.3 548,046 H24.3 124,649
H20.4 25,484 H21.4 62,057 H22.4 116,002 H23.4 628,191 H24.4 143,917
H20.5 25,264 H21.5 52,662 H22.5 135,200 H23.5 190,549 H24.5 152,929
H20.6 24,883 H21.6 77,182 H22.6 184,276 H23.6 181,735 H24.6 134,291
H20.7 34,405 H21.7 109,292 H22.7 218,362 H23.7 168,692 H24.7 103,992
H20.8 31,893 H21.8 143,768 H22.8 247,693 H23.8 139,520 H24.8 61,221
H20.9 21,140 H21.9 129,948 H22.9 296,641 H23.9 132,299 H24.9 47,741
H20.10 29,080 H21.10 112,634 H22.10 394,482 H23.10 117,651
H20.11 33,920 H21.11 117,083 H22.11 372,390 H23.11 127,828
H20.12 67,816 H21.12 162,585 H22.12 444,075 H23.12 147,426
H21.1 38,529 H22.1 130,736 H23.1 552,045 H24.1 126,589
H21.2 38,929 H22.2 103,198 H23.2 624,179 H24.2 188,777  
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上表に現れている加工食品グループにおける平成 23年 2月期の本社

在庫の増加については、関係者からの事情聴取により以下のような原

因が認められる。 
すなわち、上記のような会社において粗利率、粗利額が重視される

ようになる傾向の下、商品部においても、粗利率の上昇、粗利額の増

大を重視することとなっていったが、上記のとおり、他社との競合等

の理由により容易に売上高を増大させることは事実上不可能であっ

た。そこで、商品部、特に保存の利く商品を扱う加工食品、日配、酒

類のグループから構成されているグローサリーチーム（現グローサリ

ーグループ、以下同じ。）においては、上記の D からの短期的な目標

達成の指示を実現するために、在庫量を増やすことで対処することと

した。 
会社における粗利率の計算には、在庫商品の評価額が含まれるが、

会社においては、後記３（２）イのとおり、在庫商品の評価に際し、

実売価ではなく、会社が独自に設定している商品毎の単価（会社にお

いては、「標準売価」と称している。）によって行っていた。標準売

価に関する社内規程は存在しないが、実際には、新規商品として仕入

れる時点で一度設定されると、実仕入単価が値上げされた場合を除き、

事実上見直されることはほとんどないものであり、商品によっては実

仕入単価の 4 倍以上の標準売価を示す商品も存在していた。 
商品部では、このような社内の取扱いに基づき、在庫量を増やすこ

とによって、標準売価と実仕入単価との差額による計算上の利益を計

上して粗利率、粗利額を算出し、各種会議において報告を行い、平成

23 年 2 月期においては、これを前提に決算が行われた。 
ところが、平成 23 年 3 月に会社の基幹システムが変更されたことに

より、基幹システムに登録した商品の販売単価（商品の仕入ごとに設

定された売価）を基に在庫商品の評価額が算出されることとなり、標

準売価と実仕入単価の差額から生じる計算上の利益が生じないことと

なった。 
このことにより、商品部では、在庫量を増大させることによる粗利

率、粗利額の改善は実効的ではないこととなった（このことは、平成

24 年 2 月期において、上表の加工食品グループの本社在庫量が劇的に

減少していることに顕著に現れている。）。併せて、基幹システム変

更直後には、粗利率、粗利額が大幅に落ち込み、どのような方法でこ

れを改善できるのか担当者レベルでさえ分からないという事態まで発

生した。 
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（エ）架空仕入割戻等の実行 

上記商品在庫の増加と同じ時期、商品部では、架空仕入割戻等が実

行されていた。 
商品部では、仕入商品の改善による売上高の増大、交渉による仕入

金額の低減等の施策を行って売上高、利益額の改善に向けて努力はし

ていたものの、上記のとおり、営業本部長兼商品部長であった D から

目標数値の短期的な達成の指示を受けていた粗利率、粗利額について

は、目標数値を達成できない状況にあった。そこで、商品副部長らは、

それぞれに、上記 D の指示を実現した外形を作出すべく、各部門のバ

イヤーに対して架空仕入割戻等を指示して実行した。 
その手法は、グローサリーチームにおいては、仕入先との何らの合

意なく（場合によっては、仕入先が作成したかのような証憑を偽造し

て）仕入割戻等を計上する方法がとられた。生鮮チーム（現生鮮グル

ープ、以下同じ。）、デリカチーム（現デリカグループ、以下同じ。）

においては、仕入先との何らの合意なく仕入割戻等を計上する方法に

加え、仕入先の承認を得て、当月に仕入割戻等を未収入金に計上し、

後の仕入代金に仕入割戻等を計上した金額と同額を上乗せして仕入先

から請求を受け、これを未収入金と相殺するという方法がとられてい

た。 
（オ）架空仕入割戻等の金額 

上記方法により各期、各グループにおいて実行されていた内容及び

金額は別紙 1 記載のとおりであり、会社全体における四半期毎の実行

金額は別紙 2 記載のとおりである。チームごとに具体的に記載すると、

以下のとおりである。 
ａ グローサリーチーム 

加工食品グループにおいて平成 23 年 2 月期において 3 百万円、平

成 24 年 2 月期において 38 百万円、平成 25 年 2 月期において 19 百

万円、架空の仕入割戻等が計上されており、日配グループ（現日配チ

ーム、以下同じ。）においても、平成 23 年 2 月期において 5 百万円、

平成 24 年 2 月期において 33 百万円、平成 25 年 2 月期において 39
百万円、架空の仕入割戻等が計上されていた。 

また、酒類グループ（現酒類チーム、以下同じ。）においては、平

成 24 年 2 月期において 1 百万円実行されている。 
ｂ 生鮮チーム 

生鮮チームにおいては、平成 23 年 2 月期において 4 百万円、平成

24年 2月期において 11百万円、架空の仕入割戻等が計上されていた。
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そして、各グループにおいて実行されていた架空の仕入割戻等は、別

紙 3 の精肉、鮮魚、業務生鮮の各グループ欄記載のとおりである。 
ｃ デリカチーム 

デリカチームにおいては、平成 23 年 2 月期において 4 百万円、平

成 24 年 2 月期において 19 百万円、架空の仕入割戻等が計上されて

いた。そして、各グループにおいて実行されていた架空の仕入割戻等

は、別紙 3 の惣菜、寿司の各グループ欄記載のとおりである。 
ｄ 平成 24年 2月期以降に架空仕入割戻等の金額が増加した原因 

平成 23 年 2 月期においては、前記本社在庫の増加による粗利率、

粗利額の増加が可能であったため、架空仕入割戻等の実行額はさほど

大きくはなかった。 
しかし、前述したとおり平成 23 年 3 月から導入された新システム

によって本社在庫による粗利率、粗利額の確保が不可能となった。か

つ、同月 11 日に発生した東日本大震災による一時的な売上の増加が、

同年 6 月頃以降は一段落した。このため、架空仕入割戻等だけで、短

期的に粗利率、粗利額を増加させる必要が生じた。 
そのため、別紙 1 が示すとおり、平成 24 年 2 月期以降、架空仕入

割戻等の実行額が増大する結果となった。 
エ 架空仕入割戻等計上の具体的手法 

（ア）架空仕入割戻等のリベート明細書作成 

バイヤーは、仕入先の合意を得ていない仕入割戻等の金額を記載し

たリベート明細書を作成し、担当副部長の承認を得て、事務管理グルー

プの I にリベート明細書を提出した。このリベート明細書には、①証憑

を添付しないこともあれば、②グローサリーチームにおいては、一部、

仕入先担当者名の三文判を用いる等して偽造した証憑を添付すること

もあった。 
（イ）架空仕入割戻等の計上 

I は、リベート明細書に証憑が添付されていない場合であっても、リ

ベート明細書に記載された金額を仕入割戻等の額として計上していた。

その理由について、I は、これを計上しないと、会社の利益が損なわれ

るからであったと説明している。 
（ウ）架空仕入割戻等の計上金額 

以上のようにして計上された架空仕入割戻等は、別紙 1「架空計上」

欄記載のとおり、平成 23 年 2 月期について 17 百万円、平成 24 年 2 月

期について 103 百万円、平成 25 年 2 月期の第 1 四半期及び第 2 四半期

について 59 百万円となっている。 
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別紙 1 に記載される架空仕入割戻等のうち、「根拠資料なし」とは

リベート明細書に証憑が添付されていないもの、「資料偽造」とは資料

作成者が三文判を用いる等して偽造した証憑が添付されていたもので

ある。 
なお、「その他」の欄に記載した金額（合計 15 百万円）は、担当者

同士では口頭で合意ができていたが、先方の財務状況の悪化等により入

金されなかったもの等、「架空」と評価することはできないものである。

しかし、会計上修正が必要なものであるので、別紙 1 に併せて記載した。 
オ 架空仕入割戻等発覚に至る経緯 

（ア）通常の仕入割戻等の回収確認 

仕入割戻等が会社の預金口座に入金されると、経理財務グループ（現

経理財務チーム、以下同じ。）が入金額をシステムに入力して入金伝

票を起票する。事務管理グループにおいて、未収計上されている仕入

割戻等と入金とを対比する形式のリベート入金実績表（以下、「実績

表」という。）を作成し、担当バイヤー等に確認を行って、計上され

ている仕入割戻等と入金との照合を行う。 
（イ）架空仕入割戻等の担当者らによる処理 

未収入金として計上された架空仕入割戻等については、当然のこと

ながら対応する入金が存在しない。 
そこで、事務管理グループリーダーの I は、仕入割戻等の支払いと

思われる入金がいずれの仕入割戻等に対するものか不明であった場合

に、計上時の担当者であった商品副部長及び担当部門のバイヤーにそ

の処理方法を相談した。 
その結果、以後、入金された正規の仕入割戻等を架空計上等の仕入

割戻等への入金として取り扱うこととして処理されたため、正規に発

生した仕入割戻等の一部が会計帳簿に計上されないこととなった。 
平成 25年 2月期第 3四半期までに上記処理により未収入金に充当さ

れた金額は、96 百万円あると会社から報告を受けている。さらに、会

社が再調査した結果、上記処理とは別に本来仕入割戻等として計上す

べきであったにもかかわらず、計上が失念されてしまった仕入割戻等

（金額にして 30 百万円）があるとの報告も受けた。 
したがって、会社の報告によると、平成 25 年 2 月期第 3 四半期まで

に 126 百万円の仕入割戻等の過少計上が発生したことになる。本委員

会は、上記仕入割戻等の過少計上額について確認作業を行った。 
（ウ）架空仕入割戻等の役員による隠蔽 

会社においては、上記のように架空仕入割戻等の処理が行われてい
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たが、平成 24 年 8 月上旬になって、架空仕入割戻等で回収できなかっ

たものが高額となったことから、事務管理チームリーダーの I は、上

司である取締役財務部長の E に、平成 24 年 2 月期に未収入金として

計上した仕入割戻等の残高が例年の同時期よりも多いことを報告し

た。E は、これを確認するや、代表取締役副社長 B に報告し、B はそ

の理由を、未収となっている仕入割戻等の担当者である商品部グロー

サリーグループリーダーG らに問いただした。 
平成 24 年 8 月下旬になって、G は B に対し、架空に仕入割戻等を

計上し、かつ、現時点で回収見込みがない金額が約 60 百万円に上るこ

とを、その内訳とともに報告した。 
これを受けた B は、E に対し、未収入金の残高がそのままだとどう

なるか相談し、E は、J 監査法人から四半期レビューにて指摘を受け、

過去について訂正報告書を提出することになる可能性が高いと答え

た。B は、なんとかこの状況を解消する必要があると考え、常務取締

役 C、代表取締役社長 A に対して、順次、平成 24 年 2 月期決算にお

いて未収入金として計上した未収仕入割戻等のうち、約 60 百万円は回

収できない状況にある等と説明した。そして、同月 30 日、上記 4 名の

間で、A、B、C が私財を会社に入金して、会社帳簿上、未収の仕入割

戻等が例年同様の金額以上には存在しない外形を作出することとされ

た。また、A は、同日頃、G らから架空の仕入割戻等の計上に関して

事情を聴取した。 
同月 30 日及び 31 日、A が 10 百万円、B が 30 百万円、C が 20 百

万円の銀行振出小切手を用意して E に交付し、E が銀行振出小切手を

換金して会社の預金口座に 60 百万円を入金した。 
（エ）告発文書による露見 

以上のようにして、会社は、架空の仕入割戻等が行われていたこと

について、十分な調査を行わず、隠蔽を行っていたが、平成 24 年 12
月 25 日、J 監査法人宛に告発文書が送付された結果、架空の仕入割戻

等が行われていたことが露呈することとなり、本委員会が設置される

に至った。 

３ 商品在庫についての調査 

（１）不正な在庫操作の事実は存在しなかったこと 

本委員会は、告発文書に示唆された不正の在庫操作の有無について調査を

行ったが、そのような事実は存在しなかった。なお、平成 23 年 2 月期にお

いて、加工食品グループの在庫金額が大幅に増加していた事実が存在するこ
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とは前述のとおりであるが、その数量、金額については、社内規程等に従っ

て評価されており、在庫を架空に水増しし、あるいは、在庫を隠匿していた

という事実の存在を発見するには至らなかった。 

（２）在庫商品の過大計上の発見 

ア 異常値の発見 

上記調査の過程において、本委員会では、調査委嘱対象期間の部門別の

在庫明細表（平成 23 年 3 月以降は部門別売上仕入在庫データ表と呼ばれ

ているが、以下、該当する書面を「在庫明細表」という。）の検証を行っ

た。その結果、加工食品グループの在庫に関し、平成 23 年 2 月期、平成

24 年 2 月期において、在庫明細表中の「リベート」欄において、本来マ

イナス表示になるべきところ、表示される数値がいずれもプラスであり、

かつ、141 百万円という同じ数値を示していることを発見した。 
在庫明細表は、期首在庫、期末在庫、仕入、売上等から売価還元率を算

出するために用いられる資料であるが、その中で、仕入割戻等により仕入

額が当初仕入原価よりも減少していることを調整する項目として「リベー

ト」欄が設定されている。 

このような調整項目である以上、正常な状態であれば、「リベート」欄

の金額は、仕入額の減少を示すマイナスの数値となるはずである。にもか

かわらず、上記のとおり 2 期連続でプラスであり、しかも、同じ数値が計

上されていることは明らかに異常であることから、この点に関する調査を

実施した。 

イ 「リベート」欄の数値の認識方法 

     会社においては、取得原価により評価される期末在庫については、売価

で評価された期末在庫に下記算式により算出される売価還元率を乗じる

方法、すなわち売価還元法により算出されることとなっている。なお、下

記数式中、「期末在庫（売価）」とは、第２の２（２）ウ（ウ）に記載し

たところの会社が独自に設定している「標準売価」により期末在庫商品を

評価した金額である。 

 

 

 

 

会社における売価還元法の具体的手法及びその過程において、「リベー

ト」欄の数値が算定される手順等は以下①ないし③記載のとおりである。 

① 売価還元法により、部門毎に、各店舗、本社のそれぞれの期首在庫

（原価）、期末在庫（売価）、期中仕入高（仕入割戻等を控除してい

売価還元率 ＝ 
期首在庫（原価）+期中仕入高 
期末在庫（売価）+期中売上高 
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ないもの）、期中売上高を上記数式にあてはめて、それぞれの売価還

元率を算出し、これに基づき期末在庫（原価）を算出する。 

② 同じく売価還元法により、部門毎に、会社全体の期首在庫（原価）、

期末在庫（売価）、期中仕入高（仕入割戻等を控除したもの）、期中

売上高を同じく上記数式にあてはめて、売価還元率を算出し、これに

基づき期末在庫（原価）を算出する。 

③ ②で算出した期末在庫（原価）から、①で算出した期末在庫（原価）

を控除した金額を、「リベート」欄の数値として認識する。なお、①

においては、期中仕入額の数値は仕入割戻等を控除せず、②において

は、これを控除しているため、通常、②による期末在庫（原価）は、

①による期末在庫（原価）よりも小さい金額となり、「リベート」欄

の数値はマイナスになることは上記のとおりである。 

上記の過程を経て、加工食品グループ以外の部門については、②により

算出した金額を決算期の帳簿上の期末在庫の数値とする。加工食品グルー

プについては、仕入割戻等の主たるものが達成リベートであることを理由

に過去の税務調査において仕入割戻等の控除を否認されたので、「リベー

ト」欄記載の金額を②により算出した金額に加算して、決算期の帳簿上の

期末在庫の数値とする。 

ウ 異常値の発生原因 

平成 23 年 2 月期は、加工食品グループの本社在庫において、期首在庫

と期末在庫との間で数量において大幅な増加があり、かつ、仕入れた原価

と標準売価との差が大きな商品を選んで仕入れを行っていたため、本社在

庫の期末在庫（売価）がこれまでにない大きな数値となり、その結果、売

価還元率が他に比べて著しく低い数値として算出された。 
このため、上記③により算出された本来マイナス表示となるはずの「リ

ベート」欄の数値が、プラス 141 百万円となり、会社においてはこれを

期末在庫（原価）に含めたままで平成 23 年 2 月期の決算を行った。 
その後、平成 24 年 2 月期においては、基幹システムの変更に伴い、基

幹システムに入力される売価が、標準売価から実売価に変更されたため、

「リベート」欄の数値を算出する意義が失われたのみならず、平成 23 年

2 月期に発生した上記異常値について、これを解消する処理を行う必要が

あったにもかかわらず、解消されないまま決算が行われた。 

エ 会社の対応 

本委員会としては、上記異常値については、過去のいずれかの時期にお

いて解消、すなわち、在庫商品の減算の処理が必要であったと考えている。

ところで、会社からは、この点に加え、上記基幹システムの変更により減
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額すべきであった在庫商品の評価額相当額等 83 百万円を加えた合計 224
百万円を、現時点でたな卸資産の過大計上額として認識し、修正する方針

であるとの報告を本委員会は受けている。本委員会としては、この点に関

して会社が示した方針は妥当であると考えている。 
 

第３ 不適切な会計処理に至った経緯、原因及び責任の所在 

１ 仕入割戻等の契約、計上及び回収に関する問題点 

（１）仕入割戻等契約及び仕入割戻等計上の申請における問題 

仕入割戻等の契約及び回収に関しては、職務権限基準表の商品事項 11 で、

商品部担当グループリーダーが起案し、商品副部長及び商品部長が審査し、

営業本部長が決裁することとされていた。また、仕入割戻等の計上に関して

は、経理規程第 54 条で、バイヤーは商品部長の承認を得ることが必要とさ

れていた。なお、経理規程には仕入割戻等計上に際して仕入先の承諾を示す

証憑を添付する規定はなかったが、仕入割戻等計上作業を行う事務管理部か

らは添付するよう求められており、リベート明細書にも、契約書や案内書の

有無を記載する欄が設けられていた。 
しかし、実際には、各バイヤーが仕入割戻等について仕入先と合意（契約）

する際、商品部長の審査も営業本部長の決裁も取っていないことがあった。

また、仕入割戻等を計上するために商品部から事務管理部に提出されるリベ

ート明細書においては、商品副部長の押印欄が設けられ、実際に決裁印が押

印されているが、商品部長の押印欄が設けられておらず、決裁を受けていな

かった。 
リベート明細書に添付するよう求められていた証憑についても、事務管理

部は添付されていなくとも計上を認めていた。また、証憑が添付されている

場合であっても、仕入先の社判等の押印を審査することなく計上を認めてい

た。 
したがって、架空仕入割戻等の計上が見逃されていた原因としては、①証

憑の添付義務や事務管理部によるチェックが社内規程化していなかったこ

と等制度面の整備において緩い点があり、さらに、②運用面においても、担

当バイヤーが仕入先と仕入割戻等について合意する際に部長以上の管理職

の審査や決裁が徹底されておらず、仕入割戻等を計上する際にも商品部長の

決裁が徹底されていなかった等社内規程が遵守されていなかったことが挙

げられる。 
会社においては、仕入割戻等は粗利率に直接関連する項目であり、かつ、

不正が生じやすいところであるとの認識が極めて不十分であり、かかる認識
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を基に慎重な内部統制の整備と内部統制の運用が求められているにもかか

わらず、これが実施されていなかった。 

（２）仕入割戻等回収における問題 

仕入先からの仕入割戻等は、原則として仕入割戻等専用口座に入金され、

経理財務グループが仕入先名と入金額をシステムに入力して入金伝票を起

票するとともに、事務管理部において実績表を作成し、未収仕入割戻等と

入金との照合を行うという仕組みとなっていた。一つの仕入先について複

数の未収仕入割戻等が計上される場合もあり、実際の入金がいずれの未収

仕入割戻等に関するものか関連付ける照合作業が、入金処理の要であった。 
しかし、計上額と入金額が必ずしも一致するとは限らず、また仕入先か

ら支払明細書が送られてくるとは限らないため、かかる照合作業は、事務

管理部が独自に判別できる仕組みにはなっていなかった。事務管理部にお

いては、独自に判別できない場合における照合作業を、仕入先に確認する

のではなく、社内の担当バイヤーに確認することによって行っていた。 
すなわち、入金処理の要である照合作業は、担当バイヤーに依存してお

り、仕入先への外部確認態勢もなかった（担当バイヤー不在時に仕入先へ

の確認が行われた例もあるが、極めて例外的であり、確認態勢としては不

十分である。）。 
したがって、仕入割戻等の入金処理段階で架空の未収入金に対して実在

する仕入割戻等の入金が充当されてしまった原因としては、いずれの仕入

割戻等に関する入金なのかを担当バイヤーに依存せずに確認する仕組みが

できていなかったこと、とりわけ外部確認態勢がなかったことが挙げられ

る。 
仕入割戻等として計上された金額が回収されているのかということは、

仕入割戻等の不正に関する重要なチェックポイントであることは多言を要

しないところであり、この点においても内部統制の不十分さが明らかであ

る。 

２ コンプライアンス意識の欠如 

（１）取締役のコンプライアンス意識の欠如 

取締役会は、平成 16 年 12 月に策定されたコンプライアンス規程第 6 条

に基づいて定めるべきコンプライアンスプログラムについて、平成 24 年秋

まで策定していない等、基本的なところからコンプライアンスに対する意識

が低い。 
取締役のコンプライアンス意識が低いことの例として、監査役会が平成

24 年 5 月 24 日付で社長宛てに提出した「内部統制システムに係る監査の実
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施チェックリスト」の扱いを指摘しておく。当該書面で、監査役会は、内部

統制システムについての問題点を指摘し、その対応を求めた。これを受けて、

平成 24 年 6 月 20 日の取締役会では、監査役の指摘事項の一部である基本

方針の内容と実態が合致しない点やコンプライアンスプログラムの実施に

ついて検討しているものの、その他の問題点についての議論はなされず、そ

の後の取締役会でも検討されていない。 
また、社長、副社長らにおいては、平成 24 年 8 月に、平成 24 年 2 月期

に計上された未収入金のうち、少なくとも 60 百万円が架空であると認識し

たにもかかわらず、それ以外に架空等がないかの調査を行わなかったばかり

か、過年度決算の訂正という適切な対応をせず、かかる不正な状態を隠蔽す

るために私費を投じて架空計上額の補填をしている。 
このように、経営陣のコンプライアンス意識には、重大な問題がある。 

（２）従業員のコンプライアンス意識の欠如 

商品副部長やバイヤーにおいては、後述のように D の強圧的な態度があ

ったとはいえ、実体のない仕入割戻等をリベート明細書に記載して事務管理

部に提出し、しかもその一部については偽の仕入先担当者印を使用して証憑

を偽造している。 
事務管理部においては、証憑のない仕入割戻等を漫然と計上している。 
内部監査部においては、事務管理部による仕入割戻等の計上から回収に至

る手続のチェックが適切になされているかを検証すべきであったが、事務管

理部におけるチェックの存否のみを検証しただけで、その内容について検証

していない。 
商品部内において適切な審査等が行われるとともに、事務管理部や内部監

査部がそれぞれ適切な審査等を行って、不適切な業務や経理処理がなされな

いように検証することが、業務の適正性と財務諸表の信頼性の確保に資す

る。しかし、商品部、事務管理部、内部監査部が自らの役割を認識せずに、

かかる検証を怠ったことが、本件を発生させた原因の一つである。 
会社においては、不正行為がなされないように各部署が相互に牽制をする

一応のガバナンス体制が構築されたものの、各担当者においてコンプライア

ンス意識が欠如していたことから、かかる牽制機能は機能不全となってい

た。 

（３）小括 

取締役及び取締役会としては、全社的なコンプライアンス体制を整備し運

用することを常に心がけるべきであるにもかかわらず、これを怠っていた。 
また、従業員においては、各部署において、コンプライアンスにおいて自
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分たちが果たすべき役割についての意識が欠けていたことが問題である。 

３ 業績目標の達成を過度に重視する会社の風潮 

一般に、事業目標として数値目標を設定し、目標達成に向けて部下の意識付

けをすること自体は、事業会社として否定されるわけではない。しかし、会社

においては次のような点で問題があった。 
まず、会社においては、従来から、経営会議や営業会議において、粗利額、

粗利率の目標値の達成が最重要の課題であり、かかる課題達成のためには他の

課題を尊重しなくても良いとの風潮が存在したのではないかと考えられる。 
D が営業本部長となってからは、かかる風潮が支配的となり、予算について

も、現場の意見を取り入れることなく、上から数字の指示を下ろす傾向が強ま

った。このような粗利に対する目標達成の指示は、現場の納得感を十分に得ら

れないまま、担当部署への圧力となっていた。平成 23 年 2 月期の商品在庫の

急増のみならず、平成 24 年 2 月期第 4 四半期から平成 25 年 2 月期第 2 四半

期にかけて計上額が急増した架空仕入割戻等の計上がかかる背景のもとに行

われたことは、前述したとおりである。 
平成 24 年 2 月期について言えば、平成 23 年 3 月に導入された新しい基幹

システムのもとで、標準売価が使えなくなったため、バイヤーからすれば商品

在庫の増加という従来と同様のやり方では粗利の数字を立てることが困難と

なった。平成 24 年 2 月期の後半にいたって、売上が伸びない中、D は経営会

議で自ら約束した数字を達成するため、商品副部長に対して結果を出すよう強

く求めた。しかし、商品副部長としては、短期間で結果を出すには仕入割戻等

の計上以外に取りうる方策はなく、仕入先から承諾を受けて計上できる仕入割

戻等にも限界がある以上、バイヤーに架空の仕入割戻等を指示してでも数字を

達成しようと考えた。 
経営陣が、現場の意見や意識に随時留意し、業績目標の達成と適正な業務遂

行という、時には背反する二つの目的の一方のみに偏しないよう適切なコント

ロールを行っていれば、本件のような不祥事を未然に防ぐことができた可能性

がある。しかし、経営陣がそのような適切なコントロールがなされるように留

意した形跡はない。特に、取締役も兼ねる商品部長が強圧的な態度で部下に接

し、業績目標の達成のみを要求するような行動をとっていたことに対し、社長

以下他の取締役がこれをコントロールしようと努力した跡は見られない。 

４ 取締役及び取締役会の機能不全 

取締役会設置会社にあっては、取締役会を通じて各取締役の業務執行を監督

するものとされている。したがって、各取締役は、各々の担当する業務分野で

の役割を果たすとともに、他の取締役の業務執行を監視することが必要であ
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り、他の取締役の業務執行について問題を認識した場合、取締役会に諮って全

社的解決を図るべきである。また、代表取締役は、会社全体を見渡して、他の

取締役の業務執行を監督する必要がある。 
会社においては、それぞれの取締役に職務分掌がなされているが、取締役間

の連携が密であったとは評価できず、また、取締役の相互監視も十分であった

とは言えない。平たく言えば、取締役は、それぞれ勝手に行動しており、経営

チームとしての纏りに欠けると評価せざるを得ない。 
取締役会の機能が十分に発揮されなかった一例として、経営課題を取り上げ

て解決する力について触れる。小売業においては、一般に、仕入割戻等や在庫

に関してリスクが存在する可能性が高い。会社においても、経営陣はかかる認

識を前提として、仕入割戻等や在庫に関するリスクを低減するための具体的方

策を策定し、策定された方策が有効に機能しているかのチェックをするべきで

ある。 
しかるところ、仕入割戻等や在庫の管理方法について、取締役会、経営会議、

商品会議等で議論された形跡はなかった。また、平成 22 年 8 月に現に在庫が

増えていることの認識を一部の取締役が持った際には、バイヤーに指摘するに

留まり、経営課題として取締役会で取り上げる機会を逃した。 
同年 12 月に経営会議で在庫金額の増加について監査役による指摘を受けた

際にも、それが経営に関わる問題であるとして取締役会で取り上げられ、議論

された形跡はない。 
経営上も、不要な在庫を抱えることは、資金繰りの点でも、経営効率の点で

も好ましくないはずであるが、かかる観点からの在庫コントロールも十分であ

ったとは言い難い。現実には、本社在庫は、自社物流センターのほか、外部か

ら賃借していた北長野倉庫に保管されていたが、北長野倉庫の賃料についても

注意が払われていたとは言えず、これに関する賃貸借契約について、在庫量の

増加に伴って変動する賃料は、商品部長の決裁だけで承認されていた。 
このように、取締役会が経営課題を取り上げ、監査役も交えて議論をするこ

とで、取締役間の連携や取締役相互の監視も機能するのであるが、そのような

対応が弱かった。 

５ 架空仕入割戻等計上及び入金処理に関する問題点 

（１）従業員の問題 

ア 商品部 

各チームにおいて架空の仕入割戻等を計上していたことについては、第

２の２（２）ウ（エ）及び（オ）記載のとおりである。 

商品副部長及びバイヤーは、仕入先が仕入割戻等に同意していることを
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示す証憑の添付が求められているにもかかわらず、証憑を添付しないこと

もあれば、さらには、一部の部門では、仕入先が仕入割戻等に同意してい

ないにもかかわらず、仕入先担当者名の三文判を用いる等して偽造した証

憑をリベート明細書に添付するといった方法で、架空仕入割戻等を計上し

た。かかる行為がコンプライアンスや内部統制の観点から問題であること

は明らかである。 
イ 財務本部事務管理部 

仕入割戻等計上及び入金に関する会計処理は、事務管理部が行っていた

が、担当者は I のみであった。経理処理においては証憑があるものを計上

するのが原則であり、特にリスクの高い仕入割戻等については証憑添付の

徹底をするべきであって、事務管理部は、証憑の有無を確認して根拠のな

い仕入割戻等を計上しないように注意して会計処理を行う役割を担って

いる。また、事務管理部は、仕入先からの入金がいずれの未収入金につい

ての入金なのかを確実に把握して適切に処理をする役割を担っている。 
I は、バイヤーに対して証憑をつけるよう要求していたものの、証憑の

添付がなく仕入先の承諾の有無が確認できない仕入割戻等の計上を認め

てしまっていた。また、I は、いずれの未収入金に充てるべきか不明な入

金が存在した際には、担当バイヤーに確認することを優先して、仕入先へ

の直接確認が疎かであった。よって、経理担当者として、仕入割戻等計上

及び入金に関して適切な処理を行うという役割を果たしていない。 
事務管理部長で I の上司の H は、部下が適切に定められた手順に則っ

て作業していることを監督する役割を負っていたが、I の処理方法につい

てすら理解していない等、その役割を果たしていない。 
ウ 内部監査部 

内部監査部は、内部統制システムにおいて他の部署が適正な業務遂行を

していることを監視する役割の中心を担っており、不正や問題を認識した

場合には、監査役や会計監査人と連携して対応する役割を担っている。 
しかし、内部監査部は、事務管理部が架空計上を容認するような処理を

していたリベート明細書について、それ以上に問題の有無を独自に確認す

る作業を行っていない。また、サンプル調査についても、リスクが高い部

門に対する検証等が不十分であった。このように、内部監査部は、監査役

や会計監査人と連携する前提としての問題発見に向けた業務遂行がおざ

なりであり、その役割を果たしていない。 

（２）取締役の監視・監督責任 

ア 取締役 6名の内部統制システム構築及び運用義務違反 

取締役については、前記２（１）において記載したとおり、コンプライ
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アンス意識が欠如しており、前記４において記載したとおり、取締役会の

構成員として十分に機能していなかった。 
このような取締役 6 名には、内部統制システムの構築及び運用が十分に

なされていなかった点について、重大な責任がある。 
イ 取締役 D 

D は、平成 22 年 1 月より営業本部長兼商品部長（組織変更後は商品部

長）を担当しており、架空仕入割戻等の計上が行われた平成 23 年 2 月期、

平成 24 年 2 月期及び平成 25 年 2 月期において、商品部を統括していた。

同人は、営業担当取締役として、商品部の従業員らが不正を行わないよう

指導監督する義務があった。 
しかし、D は、毎週開催される商品会議において、商品副部長及びバイ

ヤーに対し、予算を達成させるべく粗利を向上させることを指示し、商品

会議後に実施していた商品副部長との会議の場においては、商品副部長に

対し、売上及び粗利の目標値を報告させるとともに、目標値の達成を厳命

した。その際、商品副部長やバイヤーからは、店頭売価は他店との競争が

あって上げられず、仕入れ値も仕入先と交渉して目一杯下げてもらってい

るし、少なくとも短期間で仕入れ値を下げるよう交渉することは困難であ

り、目標粗利達成の手段がないという声があった。しかし、D はこれを取

り上げず、具体的な方策を自らあるいは部下と共に検討することなく、単

に目標粗利の達成を指示した。 
このように D においては、商品副部長やバイヤーの声を取り上げるこ

となく、粗利追求を厳命し、その結果として部下が架空仕入割戻等を計上

しており、指導監督義務の違反が認められ、その責任は重大である。 
ウ 取締役 E 

取締役兼財務部長である E においては、I が適切に仕入割戻等に関する

会計処理を行っているか監督し、不正があれば制止して是正する義務があ

った。また、I の上司である H に対しても、事務管理部の監督を行うよう

指示する責任があった。本件では、I による杜撰な仕入割戻等管理がなさ

れているが、E による I と H に対する十分な指示・監督がなされなかっ

たことがこのような結果につながっている可能性があり、この点につき一

定の責任がある。 
また、平成 24 年 8 月、E は架空仕入割戻等計上について認識した際に、

副社長に報告をしているが、本来であればこのような問題を覚知したので

あれば調査を行い取締役会に報告して問題の是正を図るべきであるが、か

かる義務を怠っている。 
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エ 取締役 F 

F は、平成 22 年 1 月から平成 24 年 2 月まで内部監査部長であり、取

締役会で決定された内部統制システムの決定に関する事項についての基

本方針に基づき、内部統制システムの運用状況を検証する責任があった。 
具体的には、仕入割戻等というリスクの高い項目につき重点的に監査を

する義務があったが、これを行っていなかった。 
また、上記基本方針に規定されているリスク管理状況やコンプライアン

ス状況について、取締役会に報告をしていない等、責任を十分に果たして

いなかった。 
オ 常務取締役 C 

C においては、問題があった時期は管理本部長（現管理部長）で新人事

システム策定に従事しており、架空仕入割戻等の計上及び入金処理には関

係しておらず、また、かかる不正について認識していなかった。 
もっとも、C は、平成 22 年 1 月に管理本部長になる以前は営業本部長

兼商品部長であったのであるから、商品部の業務内容を理解していてしか

るべきであり、商品部の問題を経営者レベルで議論し解決することが可能

な立場であったが、実際にはこのような対応が弱かった。 
カ 代表取締役副社長 B 

B は、代表権のある副社長として、社長と同様、他の取締役を監督する

義務がある。本件において、問題は商品部で起きており、商品部を監督す

べき直接の責任は、取締役であり営業本部長と商品部長を兼務していた D
にある。 

B は、本件で架空の仕入割戻等の一因となった D の部下に対する強圧

的な態度や目標数値の達成の厳命と、これに対し部下が少なからず不満を

持っていたことを認識していながら、副社長として、D に対する監督を十

分に行わず、本件の問題を拡大させた。 
キ 代表取締役社長 A 

A は、代表権のある社長として、副社長と同様、他の取締役を監督する

義務がある。すなわち、A は、D の上位の立場から D を監督して商品部

のあり方に指示を与え、D による不適切な指示に関してはこれを制止し是

正する義務があったが、実際には、商品部の管理や運営を D に任せきり

にしていた。よって、D を監督していたとはいえない。 
また、A は、経営チームのトップとして、取締役の権限の調整を図り、

取締役間の連携を図るとともに、特定の取締役への過度の権限集中を避

け、取締役間の相互監視が適切に機能するように留意するべきであった。

しかし、会社の中核である営業本部や商品部の管理や運営を D 一人に委
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ね、その結果、他の取締役が D に遠慮するようになった面があることは

否めず、取締役間の連携や相互監視を機能させるような配慮が十分であっ

たとは言い難い。 

（３）監査役 

    監査役は、取締役及び従業員の不正行為を予防し、また、不正行為が起き

た場合には早期に発見するよう監査する義務を負っている。 
    本件では、常勤監査役が平成 22 年 12 月に在庫金額の増加に気づき経営

会議で指摘し、また、平成 24 年 5 月 24 日には監査役会が代表取締役社長

A に宛てて「内部統制システムに係る監査の実施チェックリスト」を提出し

内部統制システムの構築及び運用に関する不備を指摘しており、監査役とし

ての業務を日常的に行っていたことが認められる。これをさらに推し進め

て、内部監査部や会計監査人と協力して重点的な監査を実施していれば架空

仕入割戻等の発見が可能であったかもしれないが、監査義務は果たしてお

り、責任はないと思料する。 

６ 平成 24年 8月末における 60百万円の補填に関する問題点 

架空仕入割戻等の計上を認識した取締役は、直ちに調査を開始して、原因を

究明するとともに、不適切な会計処理があったことが認識できた場合には、会

計監査人と協議して重要性の有無に応じて決算訂正すべきかどうか検討し、ま

た適時開示すべきか検討する義務がある（大阪証券取引所における「上場有価

証券等の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」第 2 条第 2 項第 X 項）。 
しかし、A 社長、B 副社長、C 常務及び E 取締役の 4 名は、平成 24 年 8 月

下旬に未収入金の残高が例年と比較して多額になっており、その原因が仕入割

戻等の架空計上である可能性を認識したにもかかわらず、かかる義務を果たし

ていない。 
あまつさえ、A 社長、B 副社長及び C 常務の 3 名は私財をもって 60 百万円

を補填し未収入金が正常に回収されたかのように装い、また E においては未

収入金が回収されたかのような会計処理を部下に指示して行っており、4 名の

取締役には、重大な責任がある。 
 

第４ 再発防止案の提言 

１ すでに実施されている再発防止策について 

仕入割戻等に関しては、平成 24 年 9 月以降、リベート明細書について商品

部長に加えて社長と副社長の押印欄が設けられた書式に改訂され、また、証

憑の確認を徹底する運用に改められている。また、証憑については、仕入先
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の社判を求める運用とされた。これらの改善により、不正防止のための一定

の効果が期待できる。 

２ 今後検討すべき再発防止策について 

（１）組織風土の改善 

ア 数値目標に対する姿勢の改善 

前述のとおり、近年の厳しい経営環境のもと、会社においては、より短

期的に改善の効果が現れる粗利率、粗利額の改善を志向する傾向が現れる

ようになった。しかし、目標として設定された粗利率、粗利額を短期的に

は達成できない状況にあったにもかかわらず、商品部長からは、目標を見

直すことなく、数値の達成だけを指示された。このことが、架空の仕入割

戻等が計上された原因である。 
会社としては、計算上の数値目標を立ててこれを追求させる場合、実体

のない数字が計上されるというリスクを認識するべきである。会社として

は、目標設定後の環境変化を意識して随時見直したり、現場から得た情報

を積極的に検討するといった姿勢を持ち、現場の意見や意識に随時留意

し、業績目標の達成と適正な業務遂行という、時には背反する二つの目的

の一方のみに偏しないよう適切なコントロールをするべきである。 
イ 取締役の意識改革 

平成 24 年 8 月末になされた 60 百万円の補填のように、取締役自身が

コンプライアンス違反を行っている。上場会社の取締役自らが会計不正に

関与した際の消費者、取引先、資本市場等に対する影響や責任の重さを認

識することは当然である。 
また、経営会議や商品会議が上からの意見を押し付ける場となってお

り、現場からの意見を吸い上げる機能が弱くなっていた。トップや実績の

ある者に遠慮することなく、経営会議や商品会議で自由闊達な議論が従業

員によってなされるべきであり、そのことがひいては従業員のモラルアッ

プと会社の業績向上につながるということを各取締役は自覚すべきであ

る。 
さらに、監査役や内部監査部からの指摘に対しても、各取締役は真摯に

取り上げて対応策を議論するよう意識を改革していくことが必要である。 
ウ 商品会議のあり方の検討 

商品会議並びに商品会議後の商品部長及び商品副部長による打ち合わ

せにおいては、粗利追求に重点が置かれた結果、商品副部長及びバイヤー

に対する強い圧力となり、架空の仕入割戻等を計上する動機に結び付い

た。商品会議は、経営陣の目標とする予算を実現するための上意下達機関
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となっていた。粗利追求を現場に求めるにしても、バイヤーや店舗の意見

を吸い上げて、具体的な方策につき議論をすることが重要であり、商品会

議を建設的な議論のできる場に改善すべきである。 
エ 人材育成 

会社は、従業員の教育や人材育成に一定の時間や費用を掛けてきた。し

かし、コンプライアンスについての研修は、これのみを扱ったものは実施

されておらず、新入社員フォロー研修、新人店長研修、副店長研修の一部

として行われてきたのみである。従業員のコンプライアンス意識の低さ

が、架空仕入割戻等の計上といった違法行為や入金された未収入金の確認

の際の杜撰な処理の一因となっている。 
今後、会社においては、従業員へのコンプライアンス研修を定期的に実

施し、コンプライアンス意識を高めることが必要である。 
また、財務部や内部監査部等、内部統制において重要な役割を担うべき

部署について、人員が不足する場合は、人員を補うことも検討する必要が

ある。 

（２）取締役会 

ア 取締役間の連携 

取締役会による取締役に対する監督機能は各取締役の意識と活動に支

えられているのであるから、ある取締役が他の取締役の担当業務について

意見を述べることを憚り、取締役会による監督機能が低下しては本末転倒

である。そのため、各取締役は、自身が管掌する部門のことでなくとも、

問題点について積極的に取締役会で取り上げ議論すべきであるし、指摘を

受けた担当取締役もこれを受け入れて改めるべきは改めるといった姿勢

を持つことが必要である。 
イ 権限の分散 

会社においては、人件費削減のため店長には人件費の管理に集中させ、

売上の計数管理は商品部が行うものとされた。その結果、売上と仕入につ

いて D 商品部長への権限集中が進み、D に対して異を唱えることが憚ら

れる風潮が強まった。 
業務改善のためには一定の権限集中も施策として有効な場合があるが、

一種の聖域化が進むのであればむしろ有害であるから、職務分掌規程を見

直し、権限を適切に分散する必要がある。 
ウ リスク管理の徹底 

会社においては、在庫の在り方や仕入割戻等における問題点といった、

会社にとってリスク要因となる可能性が高い事項について、取締役会で意

識した議論がなされるべきである。 
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取締役会としては、小売業におけるリスクが、売上、在庫、仕入割戻等

に集中しやすいことを意識した上で、売上や在庫の管理、並びに仕入割戻

等に関する契約及び覚書等を含む仕入割戻等の管理について、リスクが発

生しやすい箇所はどこかという観点から見直しを行い、リスク管理体制再

構築の議論をすることが重要である。かかる体制の再構築に関しては、従

業員に対するリスク管理教育の視点も忘れてはならず、商品副部長及びバ

イヤーを含む従業員に対する教育を行うことが重要である。 
エ 必要な社内規程の策定及び規程運用の徹底 

取締役会としては、この機会に、リスク管理上必要と考えられる事項を

洗い出して、社内規程において明文化を検討するべきである。同様に、財

務報告にかかる内部統制について、現在の内部統制規程で問題がないかを

再度検討し、必要があれば改訂して、直ちに実施するべきである。 
社内規程に関していえば、例えば、リベート明細書には証憑の添付が必

要であるという取扱いがなされることになっており、この取扱いはリスク

管理上有益であると評価されるものであったのに、社内規程により明文化

されていなかったこともあり、結局遵守されることがなかった。このよう

な不都合を避けるためにも、リスク管理上有益な事項を社内規程において

明文化する意味がある。 
さらに、社内規程の整備とともに、その規程を遵守した業務遂行がなさ

れるよう留意するべきこともまた当然である。本件においても、仕入割戻

等計上の審査及び決裁について、商品部長以上の審査、決裁がなされない

といった、社内規程と異なる運用がされている状態が続いていた。この点

はすでに運用が改善されているが、その他の社内規程に関して規定と異な

る運用がされていないかを確認し、運用に問題があれば是正を図る必要が

ある。 

（３）商品部 

仕入割戻等には、契約書や覚書等の書面を作成せず、仕入先担当者と口頭

で合意すれば成立するものがある。このため、仕入割戻等に関する不正が可

能となっている。商品部としてはこのことを意識して、今後不正が行われな

いように、仕入先に対して合意内容を記載した書面を作成してもらうよう依

頼したり、会社が書面を作成するにしても仕入先の社判を押印してもらうよ

う依頼するなど、自ら仕入割戻等管理を改善することが不可欠である。 

（４）財務部 

ア 仕入割戻等計上過程における証憑の重要性 

繰り返し述べているとおり、経理処理における証憑の重要性を意識する
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必要がある。特に、外部証憑との照合が重要である。会社における仕入割

戻等の重要性や、口頭での合意が多いといった問題が起こりやすい環境、

そしてなにより実際に不正が発生したという事実に鑑みれば、今後はより

慎重に証憑に基づく検証を行うことが求められる。その際、仕入先担当者

の印鑑が押された証憑では、今回のような不正を防ぐことはできないか

ら、社判を押印するよう仕入先に求めることを徹底する必要がある。 
また、不正ではないが、今回の調査過程で未回収となっている仕入割戻

等の中には、請求書の発行を失念したものもある。このため、仕入割戻等

は全件について請求書を発行することも検討すべきである。 
イ 仕入割戻等入金作業における確認作業の徹底 

計上された仕入割戻等と入金された仕入割戻等について、財務部が対応

関係を把握できない場合において、商品部に対して対応関係の把握を依頼

していたことが、仕入割戻等に関する不正を許した原因となっている。 
したがって、財務部においては、入金処理を見据えて、計上された仕入

割戻等と入金された仕入割戻等が関連付けられるよう、リベート明細書の

書式や入金システムを改善する必要がある。 
また、入金された仕入割戻等が、計上された仕入割戻等のどれに対応す

るか不明である場合は、財務部は商品部に問い合わせるのみでなく、仕入

先に直接確認する等、自らの役割を徹底する意識が必要である。 
すなわち、仕入先が仕入割戻等を送金したということは、仕入先におい

て送金の名目及び金額を把握しているはずであるから、仕入先の経理担当

者への確認が可能であると思われる。また、確認の際、例えば、財務部が

仕入先ごとに作成した未収入金明細一覧を仕入先の経理担当者に示すこ

とで、会社と仕入先との認識を一致させることも可能であろう。 
ウ リスクアプローチの採用 

小売業においては、売上、在庫、仕入割戻等に会計不正に関するリスク

が集中しやすく、実際に本件の不祥事も仕入割戻等に関するものである。

また、例えば仕入割戻等の中でもどの部門でリスク発生の可能性が高いか

を把握し、リスクの高い点を重点的にチェックする仕組みと体制を整える

ことが必要である。 
エ コンプライアンス意識の向上 

架空の仕入割戻等の計上にあたっては、財務部が商品部に対して証憑の

添付を徹底させない等、財務部に求められる内部統制上の役割を果たして

いなかったことが一つの原因となっている。 
財務部は、単なる事務処理係ではなく、内部統制において重要な役割を

担っている。次項で述べるような決算業務能力の改善のほか、今後は、内
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部統制において財務部に求められる役割を理解し、コンプライアンス意識

を向上させるため、教育を徹底することが不可欠である。 
オ 決算業務能力の改善 

平成 23 年 2 月期末における本社在庫評価額において、妥当と思われる

評価額との間に大きな乖離が見られたが、かような乖離について計算担当

者及び財務部長による充分な検討及び査閲がそれぞれなされず、必要な調

整が行われないまま、不正確な数値が財務諸表に組み込まれた。 

一つの仕訳が会社の財務諸表に与える決算仕訳の重要性と危険性を考

えれば、計算を行った担当者及び査閲の責任者である財務部長には、さら

なる会計能力の向上と決算業務に係る責任の自覚が求められる。 

また、上記目的を達成するために、外部研修の履修等を通して会計知識

の向上と会計担当者としての強い自覚を持つための教育が望まれる。 
カ 会計監査人との密な連携 

本委員会による事情聴取の結果、決算業務の責任者である財務部長は、

平成 23 年 2 月期末のたな卸資産の金額の正確性につき多少の疑念をもっ

ていたものの、こうした疑念を会計監査人に充分伝えられないまま決算を

終了したことが伺えた。 

したがって、財務部としては普段から会計監査人との意思疎通を図るよ

う努めるとともに、財務部員のひとりひとりが、会計上の諸問題について

疑念を覚えた際には随時、会計監査人へ相談し、情報を共有し、疑念を解

消していくことが求められる。 

今後、会社が継続して健全な決算を行っていくためには、財務部をはじ

めとした会社の役職員と会計監査人の密な連携が必要である。 

（５）内部監査部 

内部監査部は、これまで、本社の各部署の監査については実効的な機能を

果たしていたとは言えない。再発防止のために以下の対策を提言する。 
まず、内部監査マニュアルの策定等により、内部監査担当者の教育の強化

を図ることが必要である。具体的な監査方法として、リスクアプローチを採

用して内部監査における重点項目を設定し、従来はおざなりであったサンプ

ル調査について、売上高の比重が大きく仕入割戻等も計上しやすい加工食品

チームについては必ずサンプル調査の対象とするといった改善が必要であ

る。 
また、内部監査部における監査結果を定期的に取締役会に報告し、取締役

会が必要に応じて検討し改善の契機にするといったように、全社的な改善が

行われるようにすることが必要である。 
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（６）内部通報制度に対する信頼回復 

会社には、コンプライアンス担当部署である総務人事グループを社内ホッ

トラインの窓口とする内部通報制度が存在している。また、過去、実際に複

数の通報もあった。 
しかし、平成 24 年 12 月に J 監査法人に告発文書が送付されるまで、会

社の従業員により内部通報制度を利用して今回の不祥事が申告されること

はなかった。つまり、会社内部での自浄作用が働かなかったものであり、内

部通報制度に対する信頼を回復する必要がある。 
これまで述べてきたように、会社には現場の意見を採り上げない上意下達

の風潮があり、また、平成 24 年 8 月末になされた 60 百万円の補填のよう

に、役員自身のコンプライアンス意識も低かったため、従業員の側に、内部

通報をすれば会社が真摯に取り上げてくれるという信頼があったとは思わ

れない。 
したがって、内部通報制度を活性化するためには、社長をはじめとする取

締役が今回の不祥事について真摯に受け止めて改善する旨の意思を表明し、

実際に従業員から意見を聴取して、必要に応じた改善を実行する必要があ

る。実行された改善の結果を、従業員に周知し、通報が実を結んでいること

を従業員に認識させることも信頼回復のためには不可欠である。 
また、会社には社外ホットラインも設置されており、法律顧問である法律

事務所が社外ホットラインの窓口を兼ねている。ただ、社外ホットラインの

利用状況についても必要に応じて調査し、問題点があれば洗い出して改善す

ることが必要である。 
以上 
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別紙 1 
 

（単位：円）

H23/2期

架空計上
根拠資料なし 偽造資料

加工食品 3,000,000   -           3,274,000   6,274,000   
日配 5,549,000   -           241,000     5,790,000   
酒類 -           -           -           -           
精肉 1,000,000   - - 1,000,000   
鮮魚 3,000,000   - - 3,000,000   

業務生鮮 - - - -           
惣菜 4,500,000   - - 4,500,000   
寿司 - - - -           

17,049,000  -           3,515,000   20,564,000  

H24/2期

架空計上
根拠資料なし 偽造資料

加工食品 29,173,000  9,000,000   6,743,881   44,916,881  
日配 33,800,000  -           5,309,000   39,109,000  
酒類 -           1,008,000   -           1,008,000   
精肉 - - - -           
鮮魚 10,900,000  - - 10,900,000  

業務生鮮 500,000     - - 500,000     
惣菜 10,800,000  - - 10,800,000  
寿司 8,800,000   - - 8,800,000   

93,973,000  10,008,000  12,052,881  116,033,881 

H25/2期

架空計上
根拠資料なし 偽造資料

加工食品 -           19,600,000  -           19,600,000  
日配 -           39,500,000  -           39,500,000  
酒類 -           -           -           -           
精肉 -           -           -           -           
鮮魚 -           -           -           -           

業務生鮮 -           -           -           -           
惣菜 -           -           -           -           
寿司 -           -           -           -           

-           59,100,000  -           59,100,000  

架空計上
根拠資料なし 偽造資料

加工食品 32,173,000  28,600,000  10,017,881  70,790,881  
日配 39,349,000  39,500,000  5,550,000   84,399,000  
酒類 -           1,008,000   -           1,008,000   
精肉 1,000,000   -           -           1,000,000   
鮮魚 13,900,000  -           -           13,900,000  

業務生鮮 500,000     -           -           500,000     
惣菜 15,300,000  -           -           15,300,000  
寿司 8,800,000   -           -           8,800,000   

111,022,000 69,108,000  15,567,881  195,697,881 

合計

チーム グループ

デリカ

合計

その他
合計

その他
合計

合計

チーム グループ

架空計上合計 180,130,000                -

デリカ

合計
その他

H23/2 ～　Ｈ25/2期

その他

グローサリー

生鮮

デリカ

合計

グループ

グローサリー

チーム

生鮮

合計

生鮮

チーム グループ

グローサリー

生鮮

デリカ

グローサリー

 
 



 

 

33 

 

 

 

別紙 2 

 

【発生期別・種別】

（単位：円）

根拠資料なし 偽造資料

23/2期　1Ｑ         1,500,000                 -           800,000         2,300,000

23/2期　2Ｑ         1,105,000                 -         1,500,000         2,605,000

23/2期　3Ｑ        13,444,000                 -                 -        13,444,000

23/2期　4Ｑ         1,000,000                 -         1,215,000         2,215,000

23/2期　計        17,049,000                 -         3,515,000        20,564,000

24/2期　1Ｑ                 -                 -                 -                 -

24/2期　2Ｑ        11,800,000         1,008,000                 -        12,808,000

24/2期　3Ｑ         6,500,000                 -                 -         6,500,000

24/2期　4Ｑ        75,673,000         9,000,000        12,052,881        96,725,881

24/2期　計        93,973,000        10,008,000        12,052,881       116,033,881

25/2期　1Ｑ                 -        33,100,000                 -        33,100,000

25/2期　2Ｑ                 -        26,000,000                 -        26,000,000

25/2期　3Ｑ                 -                 -                 -                 -

25/2期　4Ｑ                 -                 -                 -                 -

25/2期　計                 -        59,100,000                 -        59,100,000

合　計       111,022,000        69,108,000        15,567,881       195,697,881

決算期
架空計上

その他 合計

(注)上記表の「その他」には、①担当者同士では、口頭で合意ができていたが、先方の財務状況の悪化
等により入金されなかったもの、②会社の請求失念により、入金がないもの、③事務手続きの誤りによ
り、過大に計上されたもの等が含まれている。  
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別紙 3 

 
平成23年2月期  

   （単位：円） 

 

グループ 

 

仕入先 

リベート残高未収入金 

集計表 

  計上月 未収計上額 

精肉 K 22/11 1,000,000  

鮮魚 K 22/9 2,000,000  

 K 23/2 500,000  

 L 23/2 500,000  

惣菜 K 22/4 1,500,000  

 M 22/9 3,000,000  

    

平成24年2月期  

   （単位：円） 

 

グループ 

 

仕入先 

リベート残高未収入金 

集計表 

  計上月 未収計上額 

鮮魚 K 23/12 6,900,000  

 K 23/12 2,000,000  

 K 23/12 2,000,000  

惣菜 N 23/6 500,000  

 O 23/6 1,000,000  

 N 23/7 500,000  

 M 23/12 5,800,000  

 P 24/2 3,000,000  

寿司 N 23/7 500,000  

 M 23/12 8,300,000  

業務生鮮 N 23/6 500,000  
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